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藤　岡　　　惇
「［原子１爆弾を “必勝兵器”…… と呼んだバルーク氏のお考えに賛成です。……世界の安
全を保つために，わが国は頭からつま先まで，この必勝兵器で武装しなけれはならないの
です。」（トーマス ・ファレル少将，１９４６年８月）
「こんご４ ・５年の問に，大規模な核の奇襲攻撃をかけてくる能力をソ連はもつようにな
ると思われる。したがって米国としては，陸海空の軍事力，核戦力，対空 ・民問の防衛能
力を飛躍的に強化し，敵の攻撃を抑止しなければならない。そして戦争となっ た暁には ，
敵の第一撃から生き残り ，戦争目的を完遂するにたる十分な陣容を整えておくことが絶対
に必要である 。…… 冷戦は，正真正銘の戦争であり ，冷戦の勝利にわが自由世界の命運が
かか っていることを，わが政府，国民，自由世界の人間は，正しく理解すべきである 。」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）（国家安全保障会議第６８号（ＮＳＣ－６８）文書から）
１． は　じ　め　に　　大恐慌を解決した第二次大戦
　１９３０年代の危機
　１９３０年代の世界大恐慌は，米国経済に壊滅的な打撃を与えた。株価はピーク時の１／６に，国民
総生産額はほぼ半減し，失業率は２５％を越えた 。
　大恐慌は，なぜ，ここまで深刻化したのであろうか。その構造的な原因として，次の２点が重
要である。すなわち第１に，莫大な生産物を作り出せる大量生産体制が姿を現しているのに，他
方労働者の問では，１９世紀以来の低賃金が支配し，旧来型消費のもとにあ ったことである。この
大量生産と旧来型消費との衝突が，需給キャソ プを大きく膨らました 。
　その第２は，英国主導の世界秩序（パッ クス ・ブリタニカ）が衰退したが，まだパッ クス ・アメ
リカーナは形成されていない　　世界市場をとりしきる覇権国の不在の時期に，恐慌が勃発した
ことである。そのために列強は互いに為替レートを切り下げたり ，関税引き上げ競争に走った 。
その結果，世界貿易の分断と縮小がもたらされ，恐慌をドロ沼に導いたわけである 。
　連邦政府はニューディール政策を発動することで，大恐慌からアメリカ経済を救いだそうとし
た。 しかしニューディール改革程度の国家の財政出動では，１９３０年代の米国経済のおちいっ てい
たあの深刻な生産能力と消費能力のギャッ プ（巨大な需給ギャッ プ）を解消するには，力不足であ
った。結局，あの大恐院から，米国経済を救出する立役者となっ たのは，第二次大戦であ った 。
（３４９）
　４６　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４６巻 ・第４号）
　第二次大戦のもった意味
　「戦争は新たな世界を生みだす強力な助産婦である」という言葉があるが，軍事経済は ，１９３０
年代型の大恐慌を解決するうえで「理想的な」方法となっ た。 なぜなら第１に，生産財（工場や
機械設備など）や生活財（国民の消費財）のばあい，売れるかどうかは企業や労働者の購買力に左
右されるが，軍需財のばあい，国家が買 ってくれので，売れ残りを心配しなくてもよく ，戦争が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）激化するかぎり大量の国家需要が出てくる。第２に，生産財の生産のばあい，新たな生産能力の
創出を意味し，生活財のばあいも ，その消費の結果，新たな主体的生産力（労働資源）が再生産
される。つまりモノおよぴ人問というかたちをとっ て， 新たな生産能力が生み出されるわけであ
る。 これは恐慌を長引かせる要因となる。これにたいして軍需財のばあいは，いくら生み出して
も， 生産（供給）能力を新たに増やす心配がない。したがって生産能力の過剰で苦しんでいる大
不況の時代には軍事経済は，過剰な生産資源を吸収する「しくみ」として，もっとも有効なので
ある 。
　第３に，そのうえ軍需財は，もし「適切」に消費してくれると，過剰な工場設備を爆破したり ，
過剰な労働力（失業者）を殺害してくれる。つまり過剰な生産資源そのものを破壊する役割をは
たし，需給ギャッ プを積極的に解消してくれるのである 。
　第４に，もし愛国的熱狂に訴えることができるならば，国民から高率の税金を徴収したり ，
「愛国国債」を買わせることができる。つまり莫大な戦費を税金ないし未来の税金（国債）で賄
うことが可能となり ，インフレーシ ョンの危機を避けることができるのである。後に見るように
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）第二次大戦下の米国は，その見事な成功例であ った 。
　第二次大戦のなかで，生産資源の壮大な「創造的破壊」が行われた。その結果，アメリカ資本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）主義は念願の需給問題を解決し，蘇生することができた。そしてドイツ ・日本の挑戦を退け，世
界の覇権をアングロサクソン系の兄弟国　　英国から引きつくことに成功したのである 。
２． 戦時経済の特質と遺産
　戦時経済の動員規模
　河村哲二さんの研究によると，第二次大戦に突入することでアメリカ経済は，懸案の需給ギャ
ソプ問題を解消することができただけでなく ，経済規模を大きく拡大することもできた。１９４４年
には生産規模がピークにた っしたが，その年の国民総生産額（ＧＮＰ）の４０％が軍需に向けられて
いた。そのおかげで，ＧＮＰは１９３９年から４４年にかけて，実質で５０％あまり増大した 。
　戦時生産実績の総額は，１９４０～４５年で３ ，１５８億ドル（４５年トル換算）であ った。うち兵器なとの
軍需品の生産は，１ ，８４５億ドルに達した。内訳をみると ，４４８億ドルを費やして２９．９万機の航空機
が， ４１１億ドルを費やして７８万隻の艦艇が，そして２０３億ドルを投じて８７万両の戦車と２４７万台
　　　　　　　　　５）の軍用車が製造された。そのほかに，アメリカは同盟諸国に莫大な武器 ・軍需物資を贈与 ・貸与
することで，同盟諸国の軍事体制も支えた。その援助総額は１９４１～４５年の間で４９０億ドルに達し
たといわれる 。
　労働力の動員について見ると ，ピーク時の軍事動員数は１ ，２００万人に達した。ただし戦時期に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５０）
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も， アメリカ国民の消費水準，民需生産の水準は，ほぼ戦前の水準を維持することができた。こ
の事実はアメリカ経済の底力を示すものであるが，その結果，軍事部門外の民問雇用数は，この
間に８００万人以上増加した。この労働力需要の増大は，１９３９年当時の失業者９００万人だけでは到底
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）まかないきれず，新たに主婦層や黒人などから１ ，ＯＯＯ万人が労働力化した 。
　連邦政府の役割
　軍需用の生産能力を拡張するために，連邦政府が積極的な役割をはたした。戦時期に製造業全
体で総額２５２億ドルの生産能力が創出されたが，そのうち６０％にあたる１６２億ドルが連邦政府の資
金によっ て賄われたものであ った。とくに民需への転換が困難と目された航空機産業などへは ，
　　　　　　　　　　　　　　７）連邦資金が重点的に投入された。１９３９年の製造業生産能力の総価額は，４００億ドル程度であ った
から，戦時に生産能力は一挙に６３％増加したことになる。そのほかにも ，道路，港湾，通信設備
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）など各種の産業基盤の拡充に３７０億ドル，軍事基地，施設の建設に１２８億ドルが投入された 。
　このような第二次大戦中に国家によっ て建設された軍需工場群の多くは戦後，民問企業に払い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）下げられ，製造業の地域展開に大きな影響を与えることになる 。
　近代戦の時代には，経済資源の動員一般ではなく ，科学技術者をどう戦争目的に動員し，「無
敵の兵器」を開発することに成功するかに，戦争の勝敗が大きくかかってきた。科学技術資源を
軍事動員するために，連邦政府はとくに大きな役割を果たした。すなわち１９４０年６月には国防研
究委員会（Ｎ．ｔｌｏｎ．１Ｄ．ｆ．ｎ。。 Ｒ。。。。。。ｈＣ．ｍｍ１ｔｔ。。），４１年６月には科学研究開発局（Ｏｆ丘。。ｏｆＳ．１．ｎ
ｔｉ丘。Ｒ。。。。。。ｈ．ｎｄ　Ｄ．ｖ．１．ｐｍ．ｎｔ）が設立された。マサチ ューセ ッツエ科大学（ＭＩＴ）の副学長 ・工
学部長でアナログコンピュータの開発者であ ったヴ ァネヴァー・ ブッ シュがその責任者に就任し
た。 こうして６ ，ＯＯＯ人の科学者を動員して，科学の戦力化，新型武器の開発に全力をあげる体制
が比較的早い時期に整った。この延長線上に原爆開発をめざすマンハッ タン計画が位置すること
　　１０）
になる 。
　戦費の調達の成功
　１９４０～４５年度の連邦政府の歳出総額は３ ，３３０億ドルに達したが，その９０％にあたる３ ，ＯＯＯ億ドル
が戦争関係支出であ った。この莫大な財政支出はどのようにして賄われたのであろうか。第１に ，
大幅な増税が実施された。そのため個人所得税のばあい，課税対象者が７００万人から４ ，２６０万人へ
と６倍以上も増加したほどである。そのおかげで戦時財政の４５ ．８％が，国民の納める税金で賄う
ことができた。この比率は第一次大戦期の同様の比率（３０％）よりもかなり高か った。国民がフ
ァッ シズム打倒という大義に共感して，第一次大戦当時よりも積極的に増税を受け入れたことを
　　　　１１）示している 。
　戦費の残りは，「愛国公債」を発行することで賄われた。公債残高は４０年６月の４３０億ドルから
４６年２月末には２ ，８００億ドルに増大し，同年のＧＮＰの１ ．３倍に達した。公債を銀行に引き受けさ
せたばあい，通貨増発を招き ，戦時インフレを引き起こす恐れがある。そこで政府は，国民の貯
蓄から公債を買わせるキャンペーンを展開し，戦時下の利付け公債の増加額２ ，１１０億ドルの６０％
を銀行外の個人 ・法人から買わせることができた。こうして国民の実物資産から戦費を調達し ，
インフレを避けながら戦時経済システムを構築するという政府の狙いはほぼ実現することとなっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５１）
４８
１２）
た。
立命館経済学（第４６巻 ・第４号）
　既存の大企業システムの活用
　ソ連やドイツの戦時動員態勢は，産業界単位で組織化を進めるなど，上からの統制色の強いも
のであ った。軍部はこのようなドイッ型に近い統制経済の組織化を望んだが，大企業の主流は ，
個々の企業の自立性を損なう恐れがある統制システムの導入を警戒した。このような懸念をもつ
民問資本の代表がＧＥ社の社長のチャールズ ・ウイルソンであ った。彼は，経済界を代表するか
たちで戦時生産局の副局長に就任し，既存の企業体制と産業組織をできるだけ残すかたちで戦時
経済を組織しようとした。その結果，ドイツやソ連の型とは異なり ，個別資本の自主性を最大限
残し，軍が直接に企業と軍需契約を結ぶという　　より多く市場経済の要素を取り入れたアメリ
　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）カ型の軍産複合体の原型が疋着してきた 。
　こうして既存の大企業の企業体制と産業組織の根幹には手をつけず，むしろそれに依存した生
産統制システムが編みだされていっ た。 そのため戦時動員経済は，アメリカ大企業の大量生産体
制と産業組織とをいっ そう局度化する契機となっ た。
　戦時経済のもとで軍需企業の利潤は大きく伸びた。主要２，２３０社を対象にした価格管理局の調
査によると ，１９４２～４５年の税引き前の利潤総額の平均は，１９３６～３９年の平均額の２ ．８倍になっ た。
なかでも軍需企業の伸びが著しかった。もとよりこの巨額の戦時利得のかなりの部分は，超過利
潤税や　般法人税の賦課によっ て戦時財政収入に吸収されたが，それでも戦時利得の相当部分が，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）大企業のもとに残り ，大企業体制を強める役割をはたした 。
　戦時下の産業平和体制の構築
　戦時生産への労働側の協力を取り付け，労資共同で戦争に打ち勝つ体制を整えることが国家的
急務となっ た。 連邦政府のリクェストにこたえて大資本は，労働側の要求に一定の譲歩を行った 。
　その第１は，大量生産型基幹産業で労働組合を公認することである。１９４１年６月フォート杜は ，
これまでの頑固な組合否認主義を改め，全米自動車労組（ＵＡＷ）との問で全工場をカバーする
労働協約を締結する方針に転換した。その結果，ＵＡＷは，自動車産業のビ ッグスリーすべて
の組織化に成功した。このような追い風をうけて組合員総数は，参戦時点の１ ，０５０万人から終戦
　　　　　　　　　　　　１５）時の１ ，４７５万人へと激増した 。
　第２に，豊かな戦時利潤を背景に，労働側の経済要求にある程度応じる姿勢を資本側がとるこ
とが多かった。また生計費上昇におうじて，賃金を引き上げるという方式も普及しだした。その
結果，製造業労働者の週平均の総収入額（税込み，超勤手当つき）は，１９４５年には３９年当時の１ ．８６
倍に達するなど，政府の賃金統制政策にもかかわらず，労働者の所得は大幅に増加した 。
　第３に，ｒ民主主義のための戦争」に里人を動員し，里人の忠誠をｒ買いとる」ために，雇用
における人種差別をある程度緩和することも重要な課題となっ た。 ワシントンヘの抗議行進を呼
びかける黒人労働運動リーダーの脅しに屈して，４１年６月に連邦政府は，国防契約に従事する企
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）業は，黒人労働者を差別してはならないという行政命令を出した 。
　これにたいして，連邦政府は労資問紛争を抑制するために，４２年１月に全国戦時労働委員会を
つくり ，紛争時の強制裁定権限を与えた。また組織労働側は，資本側の経営権，労働過程の指揮
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　　　　　　　　　　　　　　米国における冷戦経済の形成（藤岡）　　　　　　　　　　　　　　４９
権を認め，「ストなし誓約」を行い，工場における生産性向上に協力する姿勢を明確にした。そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）の結果，生産過程における企業側の支配力は，戦時期をとうして，強化された 。
　このような労資関係の特質は，同じ戦時体制下でもナチスドイツや帝国日本で見られたファッ
シスム型とは相当異なるものであ った。戦後冷戦期の労資関係を彩る「フォート王義的労資間妥
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）協」の原型が，この時期に形成されたとい ってよい 。
３． 冷戦経済の形成　　外敵としてのロシア，内敵としての労働
　第二次大戦の生み出した世界
　第二次大戦後，米国は社会主義 ・民族解放勢力の拡大に対抗するため，米国主導のもとでの西
側　　資本王義世界の秩序維持（いわゆるパソ クス　アメリカーナ）体制の構築をはかった。米国
の支配層の主流は，「ニュー ディール ・リベラル」から「冷戦リベラル」に進化し，ニュー ディ
ール時代に産み落とされた「積極国家」の体制は，冷戦を勝ちぬくための「安全保障国家」に変
質したわけである 。
　この米国を覇権国とする西側秩序は，米国の巨大な軍事研究開発体制によっ て生み出された先
端技術独占，これにもとずく強力な国際競争力，核兵器に象徴される最新鋭の軍事力，基軸通貨
ドルを駆使した国際金融の力などによっ て支えられたが，他方では，第二次大戦後のエリート層
とｒ社会的弱者」層との問の力関係の一定の変化を反映したものでもあ った。じっさい弱小民
族・ 有色人，労働者 ・勤労民衆は，３ ，ＯＯＯ万人もの屍のうえにファッ シズム ・人種主義勢力を世
界的に敗北させることに決定的な役割を果たした。彼らは，その経験をつうじて自己決定 ・自己
統治 ・自己実現の能力と意欲とを大きく成長させてきた。このような新たな力関係をある程度考
慮にいれなければ，パッ クス ・アメリカーナは構築できなくなっ たのである 。
　したがって米国が自らの勢力圏を支配する体制は，１９世紀の英国による世界支配（パッ クス ・
フリタニカ）の時代とくらべて次のような特質を帯ひた。第１に，直接の領土分割　　植民地支
配の形はとらず，相手国と軍事 ・経済同盟を結ぶことによる間接支配の方式をとる。そして条件
の許すところでは，これら新興独立国がｒ社会王義圏」に傾斜することを阻止するために，これ
ら諸国の開発と工業化を促進する政策をとる（新植民地主義ないし開発帝国主義）。 第２に，同盟の
表向きの理由は主として「共産主義勢力の進出阻止」におかれ，利権確保の狙いが露骨に出るこ
とを抑制する。第３に，ＧＡＴＴ，国際通貨基金（ＩＭＦ），ＯＥＣＤのような国際機関を事実上操る
ことで問接的に米国の権益の実現をはかる 。
　このような支配体制は，かつての大英帝国のような植民地支配型と比べて，より柔軟な性格を
もち，支配される側も受け入れやすいメリットがある。しかし他方で，覇権国は自らの意志を独
立自王の能力と意欲とを高めつつある勢力圏内の民衆に押し付けるコストが暴騰する傾向がうま
れてきた。それだけでなく覇権国は勢力圏地域の徴税権を持たなくな ったために，この暴騰する
コストを自国の財政からもちだして賄わなう必要が出てきた。つまり覇権国にとっ てその覇権体
制を維持するコストが暴騰する時代，そのコストを覇権国自らがより多く負担しなければならな
い時代が始まっ たのである。したがって覇権国の経済基盤が弱まりはじめると ，覇権体制にもヒ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５３）
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　　　　　　　　　　　　　　　１９）ビが入るのが早いという特性がある 。
以下，このような新たな世界秩序が生まれてくるプロセスをふり返ってみよう 。
　冷戦の開始
　米ソの軍事的対立が公然としたかたちでエスカレートするきっ かけは，トルコ ・ギリシャをめ
ぐる紛争であ った。ソ連がこの地域の「共産化」を策しているとみたトルーマン大統領は ，１９４７
年３月「トルーマン ・ドクトリン」を発して，ソ連側の勢力拡張の動きを阻止する決意を表明し
２０）
た。
　１９４７年６月 ，ヨーロッパの経済復興を支援する大規模な援助計画の構想（マーシャル ・プラン）
が発表された。この計画をアメリカによるヨーロッパ支配の試みだと見たソ連は，東欧諸国とと
もに独自の経済圏づくりに動き ，ヨーロッパの分裂が決定的となっ てきた。米国は，莫大な対外
援助を散布して，戦争で荒廃した国々を西側世界につなぎとめようした。その総額は，１９５３年ま
でに４４３．３億ドルに達したが（うちマーシャル計画関係分は１３０億ドル），その３／４は贈与であるなど ，
　　　　　　　　　　　　　２１）破格の好条件での援助であ った 。
　冷戦の設計者と呼はれるジ ョージ ・ケナンが，ソ連および共産主義勢力を「長期にわた って忍
耐強く断固として封じこめる」政策を提唱していたが，この戦略を実行する軍事機構として１９４７
年１０月 ，国家安全保障法（Ｎａｔ１ｏｎａ１Ｓｅｃｍｔｙ　Ａｃｔ）にもとづき ，国家安全保障会議（Ｎ．ｔ１ｏｎ．１Ｓｅ。肚
１ｔｙ　Ｃｏｍ。。１以下ＮＳＣと略記）が設立された。この法律によっ て陸海空軍を包括するペンタコン
（国防総省）機構が確立された。また諜報機関として中央情報局（ＣＩＡ）が設立され，戦時経済動
員態勢を可能にするため国家安全保障資源委員会も設置された 。
　このような米国の動きに挑戦するかのように，１９４８年２月には共産主義勢力がチェコでクー デ
ターを起こし，政権を掌握した。４８年７月には，ソ連軍によるベルリン封鎖が始まるが，米軍は
大空輸作戦を展開し，西ベルリンを死守することに成功する 。
　１９４８年秋の大統領選挙で対ソ融和を唱え，進歩党から立侯補したＨ．ウォーレス（第２期 ロース
ベルト政権の副大統領）は大敗北を喫し，ニューティール ・リベラル派の政治的影響力は壊滅する 。
以後リベラル派は，自ら「冷戦 ・反共リベラル」に変身することで，政治的影響力を残すことに
なる。ソ連との戦いに勝利するには，国内平和態勢の構築が必要であ って，そのためには一定の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）国内改革と福祉施策の拡充が必要であるというのが，彼らの主張となっ た。
　ＮＳＣ－６８型冷戦国家の成立
　１９４９年に入ると ，世界情勢は，急速に悪化してきた。１９４９年８月末には，ソ連が原爆実験に成
功し，予想より３年早く米国の核独占態勢は潰えさっ た。１０月１日には中華人民共和国が建国を
宣言し，東アジアにおける米国の勢威は失墜した 。
　反米勢力の前進をくい止め，封殺するための切り札として登場したのが，核兵器の増強政策で
あっ た。 ４９年１０月１９日にトルーマンが原爆計画の促進，核爆弾の増産再開を指令した。巨大なス
ーパー爆弾（水爆）の開発の是非めぐっ て激しい論争があ ったが，５０年１月にはトルーマンは水
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３）爆開発を支持する立場を鮮明にし，同年３月には水爆製造の突貫計画にコーサインが出された 。
　このような事態の変化を背景に，国家安全保障会議のポール ・ニッツらの若手官僚は，核戦略
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５４）
　　　　　　　　　　　　　　　米国における冷戦経済の形成（藤岡）　　　　　　　　　　　　　　５１
の拡充を基盤にソ連勢力を断固として封殺するに足る臨戦態勢を構築する戦略方針を練り上げる 。
その結果，作りあげられた戦略文書が，国家安全保障会議第６８号文書（ＮＳＣ－６８）である 。
　この文書は，まずソ連は「世界支配を策して軍事力を開発中」であり ，これにたいして「米国
の軍事力は恐ろしく不十分」であること，この危険な現状を打開するには，「米国と自由世界の
軍事力を急速に増強するほかない」という現状認識から出発する。そのうえで戦略目標として０
ソ連および共産勢力を現在の範囲内に封じ込め，経済 ・政治 ・思想 ・文化的に孤立させ，その自
壊を促進する，　敵が攻勢に出て「自由世界」を攻撃する事態が生じたばあいには，直ちに核兵
器を含む反撃ができるように臨戦態勢をとることが，明示されている。このような「核戦争を闘
い勝利する態勢」を整えるには，軍事支出の水準を従来の２～３倍に引き上げることが必要であ
り， 「米国の金融 ・経済に大幅な調整が必要となるが，」アメリカ経済には，そのための余力をも
　　　　　　　　　２４）っていると述べている 。
　ここに冷戦態勢の真の意味　　必要ならは核をもちいた全面戦争を闘い勝利できる軍事体制 ，
およびそれを支える国内経済，および思想文化の体制を構築するという意味が，鮮明に示されて
いる。そしてこのような体制は，その後の情勢の変化のなかで力点の移動を伴いつつも ，基本的
にはソ連の解体まで（ソ運の自己解体自体，ＮＳＣ－６８の戦略目標の４０年後の見事な完遂だと言えるが）維
持されることになる 。
　この文書がトルーマンに提出されたのが，１９５０年４月であ った。トルーマンは，その基本方向
には合意しつつも ，このような臨戦態勢をめざす大軍拡計画が，アメリカ経済に悪影響を及ぼす
のではないかと心配し，その影響調査を命じた。事実，当時は国内にはむしろ軍縮を進めるべき
だという意見が強く ，国防長官も５１年度軍事予算に１３５億ドルという上限枠を設けることを強く
　　　　　２５）主張していた 。
　このような反論を封じこめたのは，同年６月の北朝鮮軍側による３８度線の南進（朝鮮戦争の勃
発）であ った。この事態が，「封じ込め政策」の必要性を広く支配層に教えた。加えて，大統領
経済諮問委員長代理のレオン ・キーズリングなどのケインズ経済学者たちが，軍拡の需要創出効
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）果と経済への好影響を強調することで，経済的な懸念を打ち消してくれた 。
　さらに核爆弾は安価に大量生産できるから，核戦力を重視するほうが，安上がりで効率的な戦
力整備のうえで役に立つという主張も ，経済的懸念を和らげるうえで効果があ った 。
　結局トルーマンは，５０年９月３０日にＮＳＣ－６８を国家戦略を指示する戦略方針として認可した 。
そして中国軍の応援をえた北朝鮮側の再攻勢をうけて，１２月１６日には国家の非常事態を宣言し ，
地球規模で共産勢力を封じ込めるために，犠牲を払うように米国民に訴えた。５１年度の国防予算
は， 国防長官の当初の上限枠の３ ．６倍に達する４８２億ドルに膨れ上がり ，以後も増勢が続くことに
なる。こうして全面核戦争を闘い勝利するという国家目標にそ ってアメリカ経済を改造し，運営
するという「冷戦経済」のしくみが，しだいに姿を現してくることになる 。
　主軸としての核戦力
　原爆のあまりの残虐さ，大量殺教性から，戦争直後には，核兵器を戦略の主軸にすえることに ，
懐疑的な意見が軍部　　とくに陸海軍のなかに強く ，４８年初めまでは核兵器の新規生産は事実上 ，
　　　　　　　　　２７）ストソ プ状況にあ った。にもかかわらず，その後しだいに核戦力が重視され，冷戦戦略の王軸と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５５）
　５２　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４６巻 ・第４号）
して位置付けられるようになる。それはなぜだろうか 。
　最大の理由は，核兵器は，米国のみがもち得た「無敵の必勝兵器」であり ，しかも通常兵器と
くらべると ，爆発力あたりのコストがはるかに安価であると考えられたからである。その主張の
先頭に立ったのが，空軍とくに戦略空軍であ った。核弾頭と戦略爆撃機の組み合わせこそが，
「凶暴な白熊」（ソ連）を抑止しうるもっとも安価で合理的な戦力であるというキャンペーンを張
った。アイゼンハワー政権は，海外駐留の地上兵力の増強による軍事費の膨張を恐れていた。そ
の結果，核戦力主軸の戦略空軍路線が，アイゼンハワー政権の大量報復（ニュール ック）戦略の
　　　　　　　　　２８）中軸に座ることになる 。
　このような戦略転換は，１９４９年に結成された北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）にも生じた。当初は ，
優勢な通常兵力を誇るソ連軍の侵攻に対抗するためには，９６ケ師団のＮＡＴＯ軍戦力が必要と試
算されていた。しかしこのような戦力増強の目標にたいして，西欧諸国は猛反発した。資源をこ
のような規模で軍事部門に転換すれは，福祉社会の建設が不可能になると思われたからである 。
　その結果，ＮＡＴＯは５４年１２月に「核先制使用戦略」の採用にふみきっ た。 通常兵力であれソ
連側が侵攻してくれぱ，米国は率先して，核兵器を主体にして対抗することを西欧諸国に誓約し
たわけである。西欧諸国は，米国のｒ核の傘」のもとで通常戦力を整備すれはよいことになっ た。
この新戦略の導入によっ て， ＮＡＴＯ軍の通常兵力の規模は３０ケ師団に押さえることができた 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９）西欧諸国は福祉社会を建設する経済的余裕を持ちえたわけである 。
　こうして１９６０年代初頭までは，米国は核戦力を担当し，同盟諸国は通常戦力の充実を分担する
関係にあ った。ただしケネディ政権の「柔軟反応戦略」時代からベトナム戦争時代になると ，実
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０）際の革命勢力を制圧するために通常戦力のほうも拡充されるようになる。とはいえ，このような
通常戦力の拡充といえども ，核戦略の傘の下での増強であ った。「核戦争を戦い勝利する」こと
を最高の国家目標とする態勢は，実際には冷戦の全期問を（そして多少の変質を伴いながらも今日ま
で）貫いている 。
　本国の産業平和の体制
　冷戦とは，いわは資本王義と共産主義とが，体制の優劣をかけて競いあうｒ全体戦の時代」で
あっ た。 すなわち，２つの体制は，経済 ・文化 ・社会といっ たあらゆる戦線で，民衆の支持獲得
を競い合った 。
　大手電機メーカーのゼネラル ・エレクトリ ソク社長から第２次大戦中は戦時生産局の副長官に
就任し，戦時動員態勢づくりに重要な役割をはたしたチャールス ・ウィルソンは，１９４６年に次の
ように述べた。「今日 ，米国が直面している課題を簡単に要約するならば，次のようになるであ
ろう 。外敵としてのロシア，そして内敵としての労働　　これら２つの敵をどのように征圧する
　　　　　　３１）か， である」と 。
　たしかに戦時中はストライキを自粛していた労働運動は ，１ ，４００万人の労働者を組織化した力
を背景に，大幅な賃上げを求めて，続々とストライキに入っていた。終戦以来の１年問でストラ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３２）イキに参加した組合員数は４９０万人に達し，アメリカ史上最大の労働攻勢となっ た。 冷戦遂行の
死命を制する基幹的な軍需産業で，職場における資本側の経営大権（労働への専制的指揮権）を守
り抜くこと ，本国の産業内の挙国一致体制を作り上げ，安心して外敵と闘える体制を整えること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５６）
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が， 急務となっ た。
　そのために，まず異端分子の排除が行われた。トルーマンドクトリンが発表された直後の４７年
３月に，連邦公務員への忠誠審査令が出された。その後マッ カーシー上院議員の「赤狩り」旋風
が全米を襲い，５０年９月には国内治安法が成立した。「共産主義的」とみなされた団体のメンバ
ーは政府への登録を義務づけられ，国防関係への就職や海外渡航が禁止された。こうして左翼的
運動は窒息させられていっ た。
　航空機産業は，冷戦遂行を担う基幹的な軍需産業となりつつあ った。この産業は，がんらい自
立性の高い機械工を核とする労働運動の拠点であ った。国防総省は後述するように莫大な資金を
投じて，新鋭の数値制御（ＮＣ）工作機を開発し，主として航空機産業に投入していくが，その
１つの理由は，この基幹産業の労働過程に軍隊的規律を回復し，経営権の確立を助けるためであ
った。原爆が，外敵（ロシア）にむけられた「核の抑止力」だとしたら，産業オートメーシ ョン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３）は， 労働運動にむけられた「資本の抑止力」として開発されていっ たのである 。
　このような条件のもとで，戦時中と比べて資本側が数歩前進した地点で，新たな労資問妥協が
成立することになる。組織労働の側は，資本側による労働編成の権利を承認し，テーラー・ シス
テム（「労働者の怠惰」と戦うために，労働過程のなかの構想と実行とを分離し，資本が精神労働を掌握す
ることで生産性の向上を強制する仕組み）と冷戦（反共）原理とを受け入れた。その代償として，資
本側は団体交渉権と生産性上昇の成果を賃金引き上げという形で労働者に配分するという暗黙の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４〕合意，「成長のための労資間連合」が成立したのである 。
　冷戦を闘いぬくための労資間妥協の特質は，軍需産業の場でもっとも鮮明に観察することがで
きる。軍需産業は，外国企業との競争にさらされたり ，工場が外国に流出 ・移転する心配が少な
い。 また「冷戦勝利のためのコスト」だと称して賃金上昇を国家財政に転嫁できやすい。そのた
め， 軍需産業は労働運動にとっ てもっとも組織しやすい分野となっ てきた。兵器システムを，直
接国防総省に納入する大手の主契約企業の生産労働者のレベルでみると ，労働組合による組織率
は， １９８０年代には５０％前後に達し，現在でも４０％程度を維持していると推定されている。また軍
需と関連のふかい航空宇宙産業でも ，全米自動車労組（ＵＡＷ）や国際機械工組合（ＩＡＭ）が強力
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５）な地盤を築いており ，生産労働者の組織率は，なお５０％程度をキープしているといわれる。その
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６）ため賃金水準は，同一職種の民需分野とくらべて２０～３０％程度高いことが多い 。
　このような労資間妥協を促すために，連邦政府は積極的な役割をはたした。たとえば朝鮮戦争
中の１９５２年の鉄鋼スト ，ベトナム戦争中の６５年の鉄鋼ストの際に，歴代政権は経営側に譲歩を強
いる介入を行い，ストを終息させようとした。米国の鉄鋼産業が高コスト体質に苦しみ，国際競
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７）争力を失うにいたる背景に，組合との妥協を強要した連邦政府の介入がある 。
　また，人種差別制度の緩和も ，冷戦の最前線にたつ軍隊機構を舞台に連邦政府の主導のもとで
進んだ。この動きは第２次大戦から始まっ ていたが，戦後も黒人兵の戦意を高揚させるために進
　　３８）
展した 。
　こうして賃金水準は，（少なくとも組織労働者にかんする限り）１９世紀のように労働力需給によっ
てではなく ，生産性上昇に運動するかたちで労資協議によっ て決まることが多くなっ た。 その結
果， 生産労働者の時間当たりの実質可処分所得額は，１９４８年から６６年の間に年平均２ ．１％の率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９）で上昇した。これは，実質所得額が１世代ごとに２倍に増えるぺ一スでの上昇であ った。２０世紀
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５７）
　５４　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４６巻 ・第４号）
の初頭にレーニンは，一握りの上層部が「労働貴族」として労働者階級から分離すると述べたが，
この「労働貴族」現象は，彼の予測をはるかに越える規模で現れたといっ ても良い。こうして大
量生産にある程度みあう「大衆消費社会」の体制が形づくられ，大量消費（大衆による消費だけで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０）なく ，軍需や産業基盤創出による消費も含むが）を伴う内包的な蓄積の好循環が可能とな った 。
４． 冷戦経済の特質
　総力戦態勢の継続
　１９３０年代までの米国は典型的な軽武装国であ った。その軍事支出は，ほぼ一貫して国民総生産
（ＧＮＰ）の１％を下回 っていた。欧州諸国とくらべて軍事費負担が格段に軽かったことが，米国
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１）の急速な経済発展を支えた秘密の一つであ った。第一次大戦中には一時的に戦時動員体制を構築
したが，戦争終了とともにこれまで同様に，平時経済に戻ってしまっ た。 そのため，第二次大戦
がはじまっ た時には，米国には，軍用機 ・艦艇などを大量生産する体制がほとんどなく ，緒戦の
苦戦を強いられることになっ た。
　戦後資本主義世界の盟主となっ た米国の支配層にとっ て， 戦後の世界情勢は依然として不安定
に思われた。他方，核兵器開発に示されるように軍事技術は急速な発展をとげていた。したが っ
て， いっ たん民需転換してしまうと ，最新鋭の軍需産業を再構築することは第二次大戦前夜より
もはるかに困難となっ た。 そのため，米国は，戦時動員体制を解くことにきわめて慎重となり ，
１９４０年代末からは，戦時動員経済を再強化し，世界中に軍事基地をはりめぐらす戦略をとるよう
になっ た。 その結果，核兵器による熱戦によっ て一度も検証されぬ「想像上の戦争」を闘う時代 ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４２）敵の戦力をたえず過大評価し，妄想が妄想を呼ぶ「冷戦の時代」が始まることとなっ た。
　軍事フロソ クに結集した同盟諸国にも戦時体制なみの役割があてがわれた。日本のように高度
に発展した資本主義国にも ，半世紀にわたって米軍基地が前進配備され，国家主権が侵されると
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４３）いっ た前代未聞の事態が生じたのも ，そのためである 。
　兵器生産の国際的分業と米国
　パソ クス ・アメリカーナのもとで，資本主義世界の兵器産業は，次の３層のピラミソ ド構造の
なかに組み込まれていっ た。
　最上層には米国の兵器産業が位置する。米国だけが，核兵器システムを十全なかたちで製造し ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４４）核戦力を一元管理し，同盟諸国に「核の傘」を提供するという特権的地位についた。また莫大な
研究開発資源の投入のおかげで，ほとんどすべての分野の武器を国内で開発し生産できる。ただ
し先端軍事技術，とくに核兵器技術の拡散をおそれて，先端兵器の輸出には総じて慎重な姿勢を
とる。そのうえで，自らの勢力圏に入った国々には，在来型兵器の移転をするピラミソ ド型のし
くみをつくりだしてきた。８０年代半はの兵器生産額中の輸出依存度は，１１％程度と比較的低率で
　　　　　　４５）ある（表一１参照）。
　先端兵器の開発技術の移転をうけたはあい，特定の市場二一スにあわせて，これを製造する能
力をもつ諸国が，兵器生産ピラミソ ドの中層国となる。西欧先進国がその好例である。中層国の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５８）
　　　　米国における冷戦経済の形成（藤岡）
表一１　兵器生産額と兵器輸出額（１９８０年代中葉，推定）
５５
（１｛意ドフレ）
国防支出額 兵器生産の推定額 世界生産額中の 兵器輸出額 兵器生産額中比率（％） の比率（％）
米　　　国 ２６ユ ，３００ ８６ ，ＯＯＯ－９４ ，ＯＯＯ ３１ ．３ －３４ ．２ １０ ，３００ １１
ソ　　　連 ２７６ ，２００ ９２ ，ＯＯＯ－１０６ ，０００ ３３ ．４ －３８ ．５ １８ ，６００ １６ ｏ
フ　ラ　ン　ス ３１ ，６００ １９ ，４００ ７． １ ４， ３００ ４０
イギリス ３０ ，１００ １３ ，９００ ５． １ １， ４００ ３０ ｏ西ドイツ ３２ ，３００ ７， ４００ ２． ７ １， ４３０ ２０ ｏ日　　　本 ２０ ，８００ ４， ９００ １． ８ １７０ ３
ポーランド １６ ，９００ ３， ０００ １． １ １， ２３０ ４０
イタリー １５ ，３００ ３， ＯＯＯ １． １ ８３０ ６０カ　ナ　ダ ７， ８００ ３， ＯＯＯ １． １ １７０ ６０
チェコスロバキア ９， １００ １， ７００ Ｏ．６ １， ２３０ ７０
オラ　ンダ ６， ＯＯＯ １， ５００ Ｏ． ５ ９０ ３０
スペイン ５， ９００ １， ３００ Ｏ． ５ ５５０ ５０スウェー デン ４， ２００ １， ３００ Ｏ． ５ ２２０ ５０
ス　イ　ス ３， ９００ ９００ Ｏ． ３ ２４０ ４０
ベルギ ー ３， ９００ ６００ ０． ２ ２８０ ６０その他の工業国 ３， ５００ １． ３ ３４ ，３００ １， １５０ 一
中　　　国 １９ ，７００ ５， ０００－１０ ，０００ １． ８－ ３． ６ １， ０００－１ ，５００ １５
イ　ン　ド ８， ＯＯＯ ２， ７５０ １． ０ ５０ ２
イスラエル ６， ５００ ２， ０００ Ｏ． ７ ７５０－１ ，０００ ３３ ｏ
ユーゴスラビア ２， １００ １， ０００－１ ，２００ Ｏ．４ ４００ ３３
南アフリカ ２， ８００ １， ＯＯＯ Ｏ． ４ ４０ ４
ブラジル ２， ７００ ６００－１ ，２００ Ｏ． ２－ Ｏ． ４ ５００－１ ，ＯＯＯ ７５韓　　　国 ４， ８００ ６００ ０． ２ ２５０ ４０
アルゼンチン ２， １００ ５００－１ ，ＯＯＯ ０． ２－ ０． ４ ２００－４００ ３０
台　　　湾 ５， ５００ ４００－　８００ Ｏ． ２ 一 一
ト　ル　 コ ２， ５００ ５００ Ｏ． ２ ６０ １０
エジプト ６， ７００ ４００－５０００ Ｏ． ２ ５００ ｎ／ａパキスタン １， ８００ ４００ Ｏ． ユ ３０－４０ １３
北　朝　鮮 ５， ４００ ２００－　４００ Ｏ． １ ５００ ｎ／ａ
シンガポール １， ０００ ２００－　４００ ０． １ １００－２５ ３０
ギリシア ３， ０００ １００ 一 ５０ ７０その他の途上国 １１２ ，９００ １， ＯＯＯ ０． ４ １００－６００
途上国計 １８７ ，５００ １６ ，７００－２３ ，９００ ６． ４－ ８． ２ ５， ０００－６ ，５００
工業国計 ７５９ ，６００ ２４５ ，ＯＯＯ－２６７ ，ＯＯＯ ９４ ．２ －９２ ．１ ４２ ，ＯＯＯ
世界総計 ９４７ ，１００ ２６０ ，０００－２９０ ，０００ １００ ．０ ４７ ，０００－４８ ，５００ １６ －１９
　　（圧）口 Ｍ１ｃｈａｅｌ　Ｂｒｚｏｓｋａ，‘Ｔｈ１ｒｄ　Ｗｏｒｌｄ　ａｍｓ　ｃｏｎｔｒｏｌ　ｐｒｏｂ１ｅｍｓ　ｏｆ　ｖｅｎ丘ｃａｔ１ｏｎ ’， 肋〃３舳ｏグ戸肌３ 戸吻０５泌，
　　　　１４ ：２（１９８３） ，１６６．からの数字 。
　　（出所）ＫｅｌｔｈＫｒａｕｓｅ，ＡｍｓａｎｄｔｈｅＳｔａｔｅ　Ｐａｔｔｅｍｓｏｆｍ１ｌ１ｔａｒｙｐｒｏｄｕｃｔｌｏｎａｎｄｔｒａｄｅ，１９９２，Ｃａｍｂｎｄｇｅ Ｕｍｖ
　　　　　Ｐｒｅｓｓ，Ｐ．９３
ばあい，兵器の国内市場が狭いため，「規模の利益」の追求のために勢い武器輸出に積極的にな
る。 中層国は，６０年代にベトナム戦争で手が一杯の米国を尻目に，第三世界の武器市場に進出し
ていっ た。 輸出依存度は，フランスのはあい４０％，英国３０％，イタリー６０％，スウェーテン５０％
に達する。ただし新鋭戦闘機や宇宙衛星，スーパーコンピュータのように莫大な投資が必要な先
端分野に進出するためには，一国では太刀打ちできず，国際共同開発 ・生産体制を組むことが多
い。１９６８年，イギリス ・ドイツなど１０ケ国でユーログルー プを結成し（７６年にはフランスも加盟） ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４６）航空機の共同開発 ・生産に取り組んでいるのが，その例である 。
　在来型兵器をコピーし再生産する能力しかもたぬ諸国が，兵器生産ピラミ ソドの下層国を構成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５９）
　５６　　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４６巻 ・第４号）
する。発展途上の「開発独裁」国に多いタイプである。下層国は，在来型兵器のすきま（ニソ チ）
市場に焦点をしぼって輸出攻勢をかけることが多い。輸出依存度は，ブラジルで７０～８０％，韓国
で４０％，キリシアで７０％に達する。下層国にとっ て， 兵器産業を輸出産業に育てることで外貨を
稼ぐことができる。また，重工業化を進める拠点にすることもできる。また「地域覇権国」とな
り， 周辺世界から富を収奪したり ，国内的には強権的な「開発独裁」体制を構築することで，低
賃金 ・低人権水準を維持することもできる。戦前期の日本のように，発展途上国のはあいにも ，
兵器産業の発展は，一定の条件下では資本蓄積に積極的な役割を果たすことができる。放置して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４７）おくと第三世界に軍拡の傾向が生まれてくる理由がそこにある 。
　米国　　軍需の国内調達原則
　戦時下で輸入が途絶しても ，さらに核攻撃をうけても戦争を遂行し，勝利できる兵器生産能力
をもつこと　　 これが，米国の軍需産業にたいして国家が与えた目標である。そこから戦略物資
の備蓄 ・防衛や国内自給の原則が出てくる。１９３３年に軍需品は自国企業から国内で調達すること
を規定した軍需の国内調達法が成立した。ただし武器の部品やサブシステムには輸入品を使うこ
とを禁止されていなかった。軍需の国内調達原則は，１９８８年に一層強化され，米国の安全保障が
損なわれるばあいには，外国資本による米国の軍需企業の買収 ・合併を大統領が差し止めること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４８）ができるようになっ た（１９８０年の国防生産法へのエクソン ・フロリオ修正条項）。
　冷戦下で米国の軍需企業と民需企業とは正反対の行動をとっ た。 民需企業は，基本的に（核の
傘に守られることで），「地球的規模での平和な社会」を想定した行動をとっ た。 民需企業は，世界
中から資源を調達し，備蓄を最小（たとえばトヨタのカンバン方式！）にすることでコスト減をは
かろうとし，多国籍企業から「地球企業」に成長していっ た。 同じ時期に，核兵器産業を核とす
る軍需産業は，核戦争に勝利する態勢を整えようとして，いっ そう国境の中に閉じこもろうとし
た。
　この対照的な動きは，まさに政治（国家）と経済（民問企業）とのあいだの矛盾の現れであ った 。
この矛盾が，どのように発展し，米国経済をひきさき ，荒廃させるようになるか。それは，後続
の章の課題となる 。
　軍事支出の規模
　戦後，米国の軍事支出は，まず朝鮮戦争を頂点に，水爆開発からミサイル開発にいたる時期に
最初の大きな山を描く（図一１参照）。 第二の山は１９６０年代後半のベトナム戦争軍拡の時であり
，
その後の７０年代は，アポロ計画の終了（６８年）とヘトナム戦争敗戦後の軍事予算縮小のもとで ，
軍産複合体が必死に生き残りを模索した時期である 。
　そして最後の波頭をなすのが，８０年代のレーガン軍拡の時代であ って，この８年の間に２兆ド
　　　　　　　　　　　　４９）ル以上の軍事費が支出された 。
　以上を総括すれぱ，１９４６～９５年の問の米国の軍事支出総額は，当時の価格で６１兆ドル　　現
在の価格で換算すると１４兆ドル程度となる。この額は，全米の製造業の工場 ・設備の総額に社会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０）資本（インフラ）の総額を加えたものを上回 っているという 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５１）　国民総生産にしめる狭義の軍事費の割合は，１９４７～１９８７年の平均で，およそ７５％であ った 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３６０）
１億ドル
８，０００
　米国における冷戦経済の形成（藤岡）
図一１　米国軍事費の推移（１９４０～１９９５年）
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（出所）Ｏ舶ｃｅ　ｏｆ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ　Ａｓｓｅｎｓｍｅｎｔ，Ａ伽ｒ伽Ｃｏ〃Ｗ；岬１９９２，ｐ４およひ各年統計
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５２）耐久工業財生産総額にしめるペンタゴン調達分の比率をとると ，１５％程度（８１年）になる 。
　ただし米国の軍事費統計には，軍人，国防総省雇用の文民の退職手当，退職年金の支払い，外
国への軍事援助，武器輸出，軍隊に準ずる沿岸警備隊 ・スパイ組織などの費用を含んでいない 。
これらを含み，さらに宇宙開発費用の１／２，過去の軍事支出に起因する債務の利払いを加えたも
のを広義の軍事費としよう 。そうすると広義の軍事費は，狭義のそれの１５倍ほとに達し，国民
総生産比では１１％を優に超えると推定される。冷戦体制に米国民を統合する費用（相対的に割高
の賃金や福祉コストなど）や第三世界や従属国に親米政権を維持するための経済援助 ・買収費など
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５３）も含めると ，冷戦体制維持コストの総額はさらに膨張することになろう 。そのうち後述するが ，
核軍拡関係だけで３ ．９兆ドル～４ ．６兆ドルに達しており ，軍事費総額１４兆ドルの３３％程度になると
　　　　　　５４）推定されている 。
　現代の戦争態勢の特徴
　冷戦態勢を維持するには，莫大な量の労働資源を動員する必要がある 。レーガン軍拡期の１９８３
年にデータによると ，直接にペンタゴンが雇用する軍人と文民，およびペンタゴンに納入する軍
需産業の雇用数だけで６０８．６万人に達した。この狭義の軍事部門の雇用数に，退役軍人局，航空
宇宙局の軍事部門の雇用数，輸出用の兵器の生産労働者を加えると軍事部門の直接雇用数は，お
よそ７００万人となる。これは，全雇用数の６．８％という規模になる。軍事支出によっ て問接的に誘
発される雇用も含めると ，およそ１ ，０５０～１ ，４００万人，全雇用数の１０～１４％という規模になると推
　　　５５）定される 。
　ところで，現代戦においては，巨大な機械（兵器）を少数の軍人があやつるようになり ，有人
の爆撃機も「人の乗ったミサイル」のようなものに変わ っていっ た。 このようになると ，前線で
戦闘（労働）に従事する兵士（生産労働者）の数が少なくなるのにたいして，現場の兵士の戦闘を
　　　　　　　　　　　　　　　５６）支える後方支援部門が膨張していく 。たとえば１９６８年末に南ベトナムに駐留したアメリカ軍５３ ．６
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３６１）
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万人のうち，歩兵 ・海兵隊員，爆撃機手などの前線部隊は，全体の３０％弱の１５万人にすぎなか っ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５７）た。 つまり兵員の７０％は，後方支援の間接部門に働いていたのである 。
　いま一つの後方支援部門は，兵員にたいして武器 ・軍事物資を供給する軍需産業部門である 。
この軍需産業部門が膨張していくメカニズムを，ある論者は次のように描きだしている。すなわ
ち「戦争が資本集約的になり ，前線で戦闘に従事する兵士の数が少なくなるほど，この機械 ・兵
器を製造する工場の現場は，労働集約的となり ，『紙とペンとキーボード』を使う科学者 ・技術
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５８）者， それに職人的な熟練工の世界となっ ていき，この後方支援部隊の数が膨れ上がっていっ た」。
　軍人への給与支出や基地の維持費とくらべて，軍需産業，とくに製造業への兵器調達のための
支出は，他の製造業の生産活動 ・投資活動を刺激し，最終需要を誘発する「乗数効果」が格段に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５９）高い（ある論者の計算によると，２倍高い）といわれる。このように軍需産業への支出増は，景気刺
激のしくみとしては，短期的には実に効果的である。好個の需要創出策を連邦政府は手に入れた
わけである 。
　兵器のハイテク化とともに，軍需産業に科学技術者が大量動員されるようになっ た。 軍需産業
は， 核兵器部門を先頭にするかたちで科学技術集約型のハイテク産業の典型に育っていっ たので
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６０）ある。大学をはじめとする各種の研究機関も ，軍事研究に深くかかわっていっ た。
　いかに軍需のなかで研究開発（Ｒ＆Ｄ）支出の比重が高いかをみると　　１９９４会計年度の軍需
調達予算のなかで，製品購入支出は，４５５億ドルにすぎなかった。これにたいして研究 ・開発 ・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６１）試験などへの支出は３８６億ドルと製品支出の８４．８％にも達していた。企業のなかで売上高に占め
る研究開発支出の比重が１０％以上の企業をハイテク企業と呼ぶことが多いが，この指標から判断
すると，軍需産業こそ，まさに超絶的なハイテク産業だと言わなければならない 。
　軍需産業の特質
　軍需産業のアメリカ的な特質とは何か。膨大な聞き取り調査をふまえた連邦議会の技術評価局
の報告書をもとに，この点を探ってみよう 。
　１９９２年の時点で，違邦政府は，国防計画のために，総額１ ，９８０億ドルの軍需調達を行った（武
器調達のほかに，作戦 ・維持関係の財 ・サ ービスの購入も含む）（図一２参照）。 この軍需総額のうち約
１００億ドルが外国から，残る１ ，８８０億ドルが国内から調達された。この国内調達軍需額のユ割にあ
たる１８０億ドルが，連邦政府が所有する「公有部門」から ，残る１ ，７００億ドルが民問企業や非営利
法人 ・大学などの「私有部門」から調達された。軍需産業のなかで，「私有部門」の比率が圧倒
的に高いのが，旧ソ違やフランスなどと異なるｒ自由経済国」アメリカの軍需産業のきわだ った
特徴である 。
　第二次大戦中に建設された国有工場群は，「私企業主導の自由経済」というイデオロギーのも
とで戦後民間企業などに多数払い下げられ，「公有部門」は，軍需産業のなかの「ハードコア」
部分にまで縮小していっ た。 とはいえ，連邦政府は，なお莫大な工場設備 ・機械類を所有してお
り， 「民間の軍需企業」に破格の条件でリースしている側面も重視する必要がある（７０年代には ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６２）軍需関連の航空機産業の工場 ・施設面積の１／３は，国有財産のリースであ った）。
　９２年の時点では，「公有部門」は，つぎの３つのタイプ（従業員合計３６．９万人）にまで縮減され
ている。第１に，国防総省傘下の陸 ・海 ・空軍，それに国防補給局の管理する各種の研究所であ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３６２）
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図一２　企業タイプ別の軍需調達比率（１９９２会計年度）
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り， １３８万人が働いている。第２に，国防総省直轄の各種の補給施設 ・補修工廠（Ｄ．ｐ．ｔ）であ
り， １８１万人が働いている。大口径の砲弾を製造する兵器工廠，海軍艇の補修を担当する海軍造
船所なとが含まれる。これらは，政府所有 ・政府経営方式（Ｇｏ・ｖｅｍｍ・ｎｔ　Ｏｗｎ・ｄ， Ｇｏ・ｖｅｍｍ・ｎｔ
Ｏｐ。。。ｔ．ｄ／ＧＯＧＯ）で運営され，従業員が直接連邦政府に雇われる関係にたつ。第３のタイプが ，
エネルキー省の管轄する核兵器の研究開発／核弾頭の製造部門であり ，９２年の時点では雇用数は ，
５万人にまで削減されている。この部分は，施設 ・工場は，連邦政府が所有するが，その具体的
な経営は，私営企業 ・法人（カリフォルニア大学やウエスチングハウス杜など）に委託する政府所
有・ 企業経営方式（Ｇｏ・ｖ・ｍｍｅｎｔＯｗｎｅｄ，Ｃｏｍｐａｎｙ　Ｏｐｅ・ａｔ・ｄ／ＧＯＣＯ）で行われている。そのほう
が， 大学などの科学技術資源を動員しやすく ，より魅力的な労働条件 ・賃金水準を保障でき ，優
　　　　　　　　　　　　　　　　　　６３）秀な人材を集めやすいからだといわれる 。
　さて「私有部門」に眼を転じよう 。私有部門への軍需総額１ ，７００億ドルを受注した元請け（主
契約）企業（Ｐ・ｉｍ・ Ｃ・ｎ位・・ｔ・・）は，５８％にあたる９９０億ドルを自社内で消化し，残る７１０億ドルを
第二層の下請け ・部品企業群に発注している。第二層の下請け ・部晶業者は，そのうち４００億ド
ルを自社内で消化し，残る３１０億ドルを第三層（二次下請け ・部品）業者に発注し，第三層の業者
はそのうち１７０億ドルを自社内で消化し，残る１４０億ドルを第四層の業者に発注するという階層構
造をなしている 。
　第一層の元請け企業には，軍需専業度の高いシステム　インテクレーターが多く ，第二層の企
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３６３）
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業には，サブシステムや部品を供給する軍民両用企業が多い。総じて下層にいくほど，軍需専業
企業としての特質が薄れ，民需中心ないし民需部門との壁が低い企業が多くなっ ていくのが特徴
である 。
　なお付言すれば，軍需全体の６２ ．９％が，製造業に流れ，残る３７ ．１％が，サービスなどの産業分
野に流れている。武器調達という軍需の基軸部分を担う製造業は，第一層企業の７３％，第二層以
下の企業群の４９％を占めるなと ，上層に厚く分布し，どちらかというと軍需専業度が高い企業が
多い。他方，サービス企業などは，下層に厚く分布し，民需企業との境目があいまいなものが多
６４）
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　ン ・クォールズ（明石紀雄ほか訳）『アメリカ黒人の歴史』１９９４年，明石書店，２７２ぺ 一ジ１，上杉
　忍『パッ クス ・アメリカーナの光と陰』１９８９年，講談社，５８ぺ一ジ 。
１７）この組織労働側の妥協 ・譲歩が，現場の労働者の抵抗，山猫ストの展開を抑止しつつ進められた経
　緯は，Ｎｅ１ｓｏｎ Ｌｉｃｈｔｅｎｓｔｅｉｎ，Ｌ肋ｏ｛Ｗか〃Ｈｏ肌。 丁加Ｃ１０加肋３Ｗ；ｏｒ〃Ｗ；〃凪１９８２，Ｃａｍ －
　ｂｒｉｄｇｅ　Ｕｎｉｖ．Ｐｒｅｓｓ のとくに７ ・８章を参照 。
１８）　ドイッと比較しつつアメリカにおける戦時体制の改良主義的性格を指摘した文献として，秋元英一
　「１９３０年代アメリカ経済の再検討（２）」『千葉大学経済研究』８－４ ．１９９４年，２１７～２１８ぺ一ジを参照 。
　なお社会福祉制度の拡充などの改革をつうじて，労働者 ・民衆を戦争態勢に動員しようとする志向は
　１９世紀末からみられた。Ｔｈｅｄａ Ｓｋｏｃｐｏ１，Ｐｒｏ炊伽ｇ３ｏ肋伽伽６〃ｏ肋伽，１９９２，ＨａｒｖａｒｄＵｎｉｖ
　Ｐｒｅｓｓ： 第１次大戦時の同様の動きについては，Ｒｏｎａ１ｄ 　Ｓｃｈａｆｆｅｒ，Ａ肌ｒ加加伽Ｇ閉なＷ；ｏｒｊ　Ｔ加
　Ｒ加げ批６Ｗか肌伽〃８伽６．１９９１，Ｏｘｆｏｒｄ　Ｕｎｉｖ　Ｐｒｅｓｓ，ｐｐ ．６４－６８を参照 。
１９）　この点，早房長治『世界合衆国の構想』１９９１年，徳間書店，１９４ぺ 一ジ。渡辺　治『現代日本の帝
　国主義化』１９９６年，大月書店，５８～９１ぺ一ジも参照 。
２０）この点については，紀平英作『パ ックス ・アメリカーナヘの道』１９９６年，山川出版社，２３８～２８３ぺ
　一ジを参照 。
２１）石垣今朝吉『アメリカ帝国の展開と危機』１９９３年，社会評論社，６２ぺ一ジ，有賀　貞ほか，１９９３年 ，
　３３９ぺ一ジ 。
２２）　Ｇｒｅｇｏｒｙ　Ｈｏｏｋ ｓ， アｏブｇ加ｇ肋６〃〃伽ぴ〃ゴ狐加ｏＺ　Ｃｏ舳〃６ガＷ；ｏブ〃Ｗ；〃〃きＢ”¢〃３げ〃６Ｐｏ¢ｏ 一
　刎〃，１９９１，Ｕｎｉｖ　ｏｆ　Ｉｌ１ｉｎｏｉｓ　Ｐｒｅｓｓ，ｐｐ．２１６ －２１７
２３）Ｒａｎｄａ１ｌ　Ｂ　Ｗｏｏｄｓ　ｅｔ　ａ１，Ｄ舳舳ｇｏ〃加Ｃｏ〃Ｗ払１９９１，Ｕｎ１ｖ　ｏｆＧｅｏｒｇ１ａ　Ｐｒｅｓｓ，ｐｐ２４９ －２５１
２４）Ｓ　Ｎｅ１ｓｏｎ　Ｄｒｅｗ（ｅｄエＮＳＣ－６８　ハｏ卿〃ｇ之加８肋蛇醐げＣｏ〃¢〃舳６〃，１９９４，ＵＳ　Ｇｏｒｖｅｍｍｅｎｔ
　Ｐｍｔｍｇ　Ｏ舶ｃｅ，ｐｐ７２－７３７６ ，Ｒａｎｄａ１１Ｂ　Ｗｏｏｄｓ　ｅｔ　ａ１．１９９１，ｐｐ２５１－２５４ ，Ｒｌｃｈａｒｄ　Ｆ　Ｈａｙｎｅｓ，丁加
　Ａ ｚり６３０刎６ Ｐｏ℃りぴＨ〃び８丁閉刎舳伽Ｃｏ舳刎伽ゐブ閉Ｃ加４１９７３，Ｌｏｕ１ｓ１ａｎａ　Ｕｍｖ　Ｐｒｓｓ，ｐ１５３
２５）　Ｓ．Ｎｅ１ｓｏｎ　Ｄｒｅｗ（ｅｄ． ）， １９９４，ｐ ．３ ・１２
２６）Ｈｕｇｈ　Ｇ．Ｍｏｓ１ｅｙ，丁加ル伽Ｒ舳１ 厄６０〃ｏ加６０〃８０６〃Ｃｏ舳ｇ雌舳５．１９８５，Ｌｅｘｉｎｇｔｏｎ　Ｂｏｏｋ ｓ，
　ＰＰ．７－９
２７）　Ｇｒｅｇｇ　Ｈｅｒｋｅｎ，１９８０，ｐｐ．２１６－２１７
２８）　Ｈｕｇｈ　Ｇ　Ｍｏｓ１ｅｙ，丁加Ａｒ伽Ｒ０６３ Ｅ６０〃ｏ舳６０〃６８０６刎１Ｃｏ郷６ｇ〃舳６硲１９８５，Ｌｅｘ１ｎｇｔｏｎ　Ｂｏｏｋ ｓ， ｐ
　１４；Ｇｒｅｇｏｒｙ　Ｈｏｏｋ ｓ， １９９１ ，ｐ．２３４；中沢志保『オ ッペンハイマー』１９９５年，中公新書，２１７ぺ一ジ；メ
　アリー・ ベス ・ノートンほか（上杉　忍訳）『アメリカの歴史　第５巻』１９９６年，三省堂，２８８～２８９
　ぺ一ジ 。
２９）Ｒｏｂｅｒｔ　Ｓ　ＭｃＮａｍａｒａ，ＢＺ舳ゐ舳ｇ〃ｏ　Ｄ醐３¢６ブ ８〃閉舳ｇ伽ハ耐Ｃ３〃〃びげＭ６Ｚ鮒Ａｇ６．
　１９８６［Ｒ．マクナマラ（藤本　直訳）『世界核戦略論一平和のための真実の証言』１９８８年，ＰＨＰ，３７～
　３９ぺ一ジ 。
３０）坂井昭夫『軍拡経済の構図一軍縮の経済的可能性はあるか』１９８４年，有斐閣，２９ぺ一ジ 。
３１）　Ｄａｖｉｄ　Ｎｏｂ１ｅ，ハｏブ６６５０ジＰブｏ３肌〃ｏ〃ｊＡ８０６わＺＨ畑ｏびｏジ１〃３〃５加ｏｌ　Ａ〃ｏ刎ｏ〃ｏ〃，１９８４，ｐ ．３
３２）有賀貞ほか『アメリカ史２』１９９３年，山川出版社，３２９ぺ一ジ 。
３３）ＤａｖｉｄＮｏｂ１ｅ，１９８４，ｐ．３３ ・４６，ｐｐ．５７－６１．文明の利器を労働運動の抑圧に利用する動きを，サイバネ
　テ ックスの父ノー バト ・ウィナーは警告している。〃♂ｐ．７５
３４）　Ｎｅｌｓｏｎ　Ｌ１ｃｈｔｅｎｓｔｅｍ，Ｌｏ６ｏ（Ｗか〃Ｈｏ舳３　丁加Ｃ１０仰 Ｗ；ｏブ〃Ｗ；〃凪ユ９８２，Ｃａｍｂｒ１ｄｇｅ　Ｕｍｖ
　Ｐｒｅｓｓ，ｐｐ．２４１－２４２；Ｇｒｅｇｏｒｙ　Ｈｏｏｋ ｓ， １９９１ ，ｐｐ．２２０－２２１； 河村哲二，１９９５年，２５７～２４８，２９５～２９７ぺ 一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３６５）
６２　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４６巻 ・第４号）
　　ジ ，ＥｄｗａｒｄＳＧｒｅｅｎｂｅｒｇ，Ｃ砂倣肱刎伽４Ａ刎舳６伽Ｐｏ〃伽Ｚ〃刎４１９８５［エドワート ・グリーン
　　バーグ（瀬戸岡　紘訳）『資本主義とアメリカの政治理念』１９９４年，青木書店，１９１ぺ 一ジ１，またピ
　　オリ／セー ブル（山之内　靖ほか訳）『第二の産業分水嶺』１３６～１３７ぺ一ジも参照 。
３５）　どの労働組合も ，軍需産業の組織率の正確なデータを公表していないので，業界事情に通じた専門
　　家の推計にもとつくほかない。Ｇｒｅｇ　Ｂ１ｓｃｈａｋからの聞き取り（１９９６年４月２４日 ，ワシントン），およ
　　ぴＤｏｍｅｍｃｋ　Ｂｅｒｔｅ１１１，Ｄ１ｒｅｃｔｏｒ　ｆｏｒ　Ｗｏｒｋｐｌａｃｅ　Ｍｏｄｅｍｚａ廿ｏｎ，Ｗｏｒｋ＆Ｔｅｃｈｎｏ１ｏｇｙ　Ｉｎｓｔ１ｔｕｔｅ からの
　　聞き取り（１９９６年６月１６日 ，ワシントン）。
３６）詳細は，Ｇｒｅｇｏｒｙ　Ｂ１ｓｃｈａｋ， Ｔｈｅ　Ｏｂｓｔａｃ１ｅｓ　ｔｏ　Ｒｅａ１Ｓｅｃｕｒ１ｔｙ　Ｍ１１１ｔａｒｙ　Ｃｏｒｐｏｒａｕｓｍ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｃｏ１ｄ
　　Ｗａｒ　Ｓｔａｔｅ，舳Ｋｅｖｍ　Ｊ　Ｃａｓｓ１ｄｙ　ｅｔ　ａ１（ｅｄｓ），Ｒ伽Ｚ８舳吻Ｃｏ舳７肋９伽Ｄ的舳Ｅ６０〃ｏ〃〃〃
　　肋〃確Ｐ肌６．１９９３，Ｓｔａｔｅ　Ｕｎｉｗ　ｏｆ　Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ　Ｐｒｅｓｓ，ｐｐ．１３６－１３９，１５０；Ｓａｍ　Ｍａｒｕｎｏ，肋〃〃ｇ伽
　　Ｃｏ〃Ｗ〃〃Ｈｏ刎３．１９９４，Ｌｅｘｍｇｔｏｎ　Ｂｏｏｋｓ， ｐ１６３
３７）ジ ョン ・ストロマイヤ（鈴木健次訳）『鉄鋼産業の崩壊一ベスレヘム ・スチールの教訓』１９８６年 ，
　　サイマル出版会，７９～８０ぺ一ジ；石田正治『冷戦国家の形成一トルーマンと安全保障のパラド ック
　　ス』１９９３年，三一書房，３１５～３１６ぺ一ジ 。
３８）Ｂｅｍａｒｄ　Ｎａ１ｔｙ，８肋〃夢ん力り加ア管〃　Ａ　Ｈ〃ｏびげ〃〃尾Ａ肋附伽”〃 〃３ 〃〃”似１９８６ ，
　　ＴｈｅＦｒｅｅ Ｐｒｅｓｓ，ｐｐ２３６－２７０ ，Ｂｅｎ』ａｍｍＱｕａｒ１ｅｓ，丁加１Ｖ；硲”０２〃加〃ｏ是閉ｇげＡ舳ブ伽，１９８７［ベン
　　ジャミン ・クォールズ（明石紀雄ほか訳）『アメリカ黒人の歴史』１９９４年，明石書店，２９２～２９３ぺ 一
　　ジ 。
３９）Ｓ．ボールズほか『アメリカ衰退の経済学』７５ぺ一ジ 。
４０）以上は，山田鋭夫『レギュラシオン ・アプローチ』１０４～１１２ぺ一ジ。また渡辺　治『現代日本の帝
　　国主義化』１９９６年，大月書店，９２～１０４ぺ一ジ，萩原伸次郎『アメリカ経済政策史』１９９６年，有斐閣 ，
　　６８～７３ぺ一ジも参照 。
４１）たとえばポール ・ケネディ『大国の興亡』上巻，１９８８年，草思社，３７１ぺ一ジ参照 。
４２）Ｍａｒｙ　Ｋａ１ｄｏｒ　Ｔ加１舳ｇ舳びＷか　ひ〃２冗吻〃閉ｇ伽亙伽卜肋鮒Ｃｏ〃〃，１９９０，Ｂａｓ１ｃ　Ｂ１ａｃｋ
　　ｗｅ１１，ｃｈａｐ．１２．また山之内　靖『システム社会の現代的位相』１９９６年，岩波書店，第１章，田口富久
　　治／鈴木一人『グローバリゼーシ ョンと国民国家』１９９７年，青木書店，１４６ぺ一ジも見よ 。
４３）その総括的叙述は，Ｓｅｙｍｏｕｒ　Ｍｅ１ｍａｎ，丁加Ｐ６舳伽刎ＷかＥ６０〃ｏ刎ツＡ舳附伽Ｃゆ〃舳７〃
　　Ｄ３６伽３．１９７４
４４）１９６２年１１月に英国へのスカイボルトミサイルの供与の約束がキャンセルされる。この事件を契機に
　　核戦力は米国が一元管理し，同盟諸国への核技術の拡散を許さないという米国の国家意志が明確にな
　　 った。詳細は，坂出　健「スカイボルト危機とＮＳＡＭ４０」『富山大学経済論集』４２－２ ．１９９６年 ，
　　２２６ぺ一ジ参照 。
４５）　Ｋｅ１ｔｈ　Ｋｒａｕｓｅ，Ａ閉５伽♂挑６８吻蛇　肋肋７郷 げ〃〃肋び１）ｍ伽莇ｏ〃ｏ〃丁閉ゐ，１９９２，Ｃａｍ
　　ｂｒ１ｄｇｅ　Ｕｍｖ　Ｐｒｅｓｓ，ｐｐ３１－３３
４６）　Ｅｔｈａｎ　Ｂ　Ｋａｐｓｔｅｍ，ＧＺｏ加Ｚ　Ａブ伽Ｐｒｏゴ肌肋〃　Ｐｏ伽ツＤ〃６刎刎伽加“加１９９０皐１９９２，Ｕｍｖ　Ｐｒｅｓｓ
　　 ｏｆ　Ａｍｅｎｃａ，ｐｐ６－９またＮＡＴＯ諸国の兵器の共同開発　生産の８０年代初頭までの歴史の概説につい
　　ては，坂井昭夫『軍拡経済の構図』１９８４年，有斐閣，１５４～１７６ぺ一ジも参照 。
４７）　Ｋｅｉｔｈ　Ｋｒａｕｓｅ，１９９２，ｐｐ．１５９－１６３
４８）Ｊａｑｕｅｓ　Ｓ　Ｇａｎｓ１ｅｒ，Ｄ批舳０ｏ舳附舳　ル伽加舳１〃９伽Ａ脳舳ＺげＤ舳ｏ舳６以１９９５，ＭＩＴ
　　Ｐｒｅｓｓ，ｐｐ．４３－４６
４９）この点については，藤岡「ＳＤＩとアメリカ経済」日本科学者会議編『ＳＤＩ』１９８７年，１２２ぺ 一ジも
　　参照 。
５０）　Ｇｒｅｇｏｒｙ　Ｂ１ｓｃｈａｋ　Ｔｏｚり伽ビＡ　Ｐ６〃６１１；６０〃ｏ刎ツｚ〃 挑６ び８　１…；５５”災ｏ〃 〃３ 〃〃ｚ勿び１〃４郷¢び，Ｄ脈
　　 ○舳舳刎伽４Ｅ６０〃ｏ〃６ ０ｏ〃〃附ゴｏ〃，１９９１，ｐ．ｘｉｖ をもとに計算 。
５１）Ｍ１ｃｈａｅ１Ｄ　Ｏｄｅｎ，〃〃ｏび助伽あ惚〃〃肋びＰｏ伽妬伽４び８Ｐ０５肋〃Ｅ６０〃ｏ伽６ 戸３加舳 一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３６６）
米国における冷戦経済の形成（藤岡） ６３
　　伽６６．１９９２，ＰｈＤ．Ｄｉｓｓｅｒｔａｔｉｏｎ（Ｎｅｗ　Ｓｃｈｏｏ１ｆｏｒ　Ｓｏｃｉａ１Ｒｅｓｅａｒｃｈ），ｐ．３５
５２）Ｒｏｂｅｒｔ　ＤｅＧｒａｓｓｅ，〃〃ｏび亙幼ｏ加ｏ〃 Ｅ６０〃ｏ刎ゴ６ Ｄ６６伽３．１９８３，Ｍ．Ｅ．Ｓｈａｒｐｅ［ロバート ・ディグ
　　ラス（藤岡　惇訳）『アメリカ経済と軍拡一産業荒廃の構図』１９８７年，ミネルヴ ァ書房，７０ぺ一ジ 。
５３）Ｈｕｇｈ　Ｇ．Ｍｏｓ１ｅｙ，１９８５，ｐ．４７
５４）　Ｓｔｅｐｈｅｎ　Ｉ　Ｓｃｈｗａｒｔｚ（ｅｄ），Ａ¢ｏ舳６ Ａ〃３〃　Ｗ肋“加ひ８Ｎ肌如〃Ａ附６舳Ｚ　Ｒ３０〃ツＣｏ並，Ｂｒｏｏｋ
　　 １ｎｇｓ　Ｉｎｓｔ１ｔｕｔ１ｏｎ，１９９８この報告書の要約は ，Ｓｔｅｐｈｅｎ　Ｉ　Ｓｃｈｗａｒｔｚ（ｅｄ），Ｆｏｕｒ　Ｔｒ１ｌ１１ｏｎ　Ｄｏ１１ａｒｓ　ａｎｄ
　　Ｃｏｕｔｉｎｇ，丁加肋〃伽げ肋６んｏ〃６８６伽沽な，Ｎｏｖ／Ｄｅｃ．１９９５，ｐｐ．３２－５２．なお９３年時点でのＡｒｋｉｎ
　　　らの推定は，Ｗ１１１１ａｍ　Ａｒｋｍ／Ｒｏｂｅｒｔ　Ｎｏｍｓ，Ｔｈｅ　Ｎｕｃ１ｅａｒ　Ｆｏ１１１ｅｓ，Ｐｏｓｔ－Ｃｏ１ｄ　Ｗａｒ，閉Ｒｕｔｈ　Ｓ１ｖａｒｄ，
　　　Ｗｏ〃〃〃榊伽４８ｏ舳ｚＥエ妙４伽岬１９９３，Ｗｏｒ１ｄ　Ｐｒ１ｏｒ１ｔ１ｅｓ，ｐ１１さらにＦｒａｎｋ　Ｌ　Ｇｅｒｔｃｈｅｒ ／
　　Ｗ１１１１ａｍ　Ｊ　Ｗｅ１ｄａ，Ｂ６ツｏ〃Ｄ倣ｒｒ鮒６ 伽ＰｏＺ１舳ＺＥ６０〃ｏ榊げＭ６肋ブＷ砂ｏ仏１９９０，Ｗｅｓｔｖ１ｅｗ
　　Ｐｒｅｓｓ，ｐ．１７０は，軍事支出中の核兵器関連の比率を２２％程度と推定している 。
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